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1. はじめに
1959年の伊勢湾台風に代表される高潮は，周辺地域に甚

大な被害をもたらした．そのため，高潮災害対策において

高精度な氾濫計算手法の構築の必要性が高まってきている．

　そこで，本報告は安定化有限要素法
1)
による高潮氾濫解

析手法の構築を行うものである．高潮と天文潮の推算を同

時に行い，天文潮の推算において問題となる開境界条件処

理には，部分領域法
2)
を導入し無反射境界として取り扱う．

また，浅水域における移動境界問題の解析手法として，固

定メッシュを用いた複雑地形にも適応可能な非構造格子に

基づく Euler的手法を適用する．数値解析例として，1985
年 6 号台風3)

により引き起こされた東京湾での高潮を取り

上げ，本手法の有効性を検討し考察を行った．

2. 数値解析手法
(1) 基礎方程式と有限要素法

高潮解析の支配方程式には，以下の浅水長波方程式を用
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ここに，Ui は断面平均流速，hは水深，ζ は水位変動量，g

は重力加速度，ζ0 は吸い上げ効果に伴う水位上昇量，ρw は
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ここに，n は Manning の粗度係数，ρa は空気の密度，W

は風速である．CD は抗力係数であり，本多 ·光易4)
による

と次式によって与えられる.

CD =
{

(1.290− 0.024W )× 10−3 (W ≤ 8)
(0.581 + 0.063W )× 10−3 (W > 8).

(5)

　基礎方程式 (1), (2) に対する空間方向の離散化手法とし
て SUPG法に基づく安定化有限要素法1)

を適用し，三角形

1 次要素を用いて補間を行うことにより有限要素方程式が
導かれる．時間の離散化には前進差分を用い，連立 1 次方
程式の解法に陽的解法であるマルチパス法

5)
を用いた．

(2) 開境界処理

開境界処理には，児玉らによって提案された部分領域法
2)
を採用した．解析全体領域とは別に，開境界上の節点を

有する要素からなる部分領域を導入することにより，開境

界における反射波成分を抽出する方法である．ここで抽出

された反射波成分を，次ステップの入射波成分に加えたも

のを開境界条件として与え，計算を進めていく．詳細は参

考文献
2)
を参照されたい．

(3) 移動境界手法

移動境界手法として本報告では，複雑地形に対する適応

性に優れた固定メッシュを用いる Euler的手法を採用した．
Euler 的手法とは，対象領域をあらかじめ要素分割してお
き，各時間ステップにおいて各要素が陸域か水域か判定す

ることにより水際線を表現する方法である．

(4) 台風モデル

台風の気圧分布は，次式に示すMyersの式で与えた．

P (r) = Pc + ∆P exp
(
− r0

r

)
， (6)

ここに，P (r)は台風中心から距離 r だけ離れた地点での気

圧，Pc は台風の中心気圧，∆P は気圧深度，r0 は台風の半

径である．このような気圧分布の下で，傾度風速 Ugr は次

式で与えられる．
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なお，f はコリオリ係数，ρa は空気の密度である．ここで，

傾度風および台風の移動に伴う海面付近の風速はそれぞれ

次式のようになる．

u1 = C1Ugr,　　　 (8)

　 u2 = C2Vt exp(−βr)， (9)

ここに，C1, C2 は定数であり 0.7とした．Vt は台風移動速

度であり，係数値 βは β = π/(500×1000)を用いた．u1は

Ugr に比べ 30◦ 内側に傾くものとし，風速W は式 (8), (9)
のベクトル和として決定される．また，式 (1)の ζ0 は次式

で与える．

ζ0 = 0.991(1, 013− P (r))× 10−2. (10)

3. 数値解析例
(1) 台風 8506号による高潮

本手法の有効性を検討するため，台風 8506 号3)
により

引き起こされた東京湾での高潮を取り上げる．有限要素分

割図および台風の経路を 図-1,2 に示す．最小メッシュ幅

50[m]，微小時間増分量 0.05[s]，マルチパス法5)
の反復回

数は 3 回である．台風経路における ◦ は台風中心位置で
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あり，その間は 3 次スプライン補間により滑らかな曲線で
結ぶ．海水の密度 ρw，空気の密度 ρa，コリオリ係数 f お

よび Manning の粗度係数 n は，それぞれ，1.03[g/cm3]，
1.22× 10−3[g/cm3]，8.3304× 10−5[1/s2]，0.025である．
各時刻における気圧深度∆P を表-1に示す．また，台風半

径 r0 は 120[km]を用いた．なお，境界条件として．開境界
においては次式に示す潮汐を入射波条件とし，部分領域法
2)
により算定した値に ζ0 を加えたものを与えた．また，陸

岸においては slip条件を仮定した．

ζ̂ =
4∑

m=1

am sin(
2π

Tm
t− km)，　Ûi =

√
g

h
ζ̂n+

i ， (11)

ここに am は振幅，Tm は周期，hは水深，km は位相，ni

は法線方向ベクトル成分を示し，上添え字の ·̂は境界で規定
される値, +は解析領域内部方向を表す．式 (11)で用いる
主要 4分潮の振幅，周期および位相を表-22)

に示す．

表 – 1 各時刻における気圧深度
時刻 初期時刻 3 時間後 6 時間後 9 時間後

∆p[hpa] 48 48 45 41

表 – 2 主要４分潮
記号 振幅 am[m] 周期 Tm[h] 位相 km[rad]
M2 0.21 12.42 -5.8398
S2 0.15 12.00 -5.6018
K1 0.14 23.93 -1.3290
O1 0.10 25.82 -1.3211

図 – 1 有限要素分割 図 – 2 台風経路

図-3は，千葉と東京における気圧の計算値と実測値の比

較である．台風通過後の時刻において差異が見られるもの

の，計算値は実測値とほぼ一致をしていることがわかる．今

回の報告において台風半径 r0 は，気圧および風速，また全

時刻同じ値を用いて計算を行ったが，r0 の決定方法につい

ての検討が今後の課題となる．図-4は，当時予測される天

文潮の推算値と高潮の計算値の比較である．定性的に高潮

現象を表現できていることがわかる．また台風による水位

上昇は，解析領域に最接近するおよそ 24時間前から生じて
いることがわかる．図-5は，計算値と実測値の潮位偏差の

比較である．計算値は実測値に比べ若干大きく評価してい

るが，各地点ともほぼ一致を示していることがわかる．し

かし，東京において観測値はピークが２度現れるのに対し，

計算値は１度しか表現できていないことがわかる．ピーク

が２度現れるのは，風による影響が大きいものと思われ，そ

れを評価するための外力の評価方法が今後の課題となる．
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図 – 3 計算気圧と実測気圧の比較
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図 – 4 天文潮と高潮の計算値の比較
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図 – 5 計算値と実測値の潮位偏差の比較

4. おわりに
本報告では，無反射開境界条件処理を施した安定化有限

要素法
1)
を用いて，8506号台風3)

により引き起こされた東

京湾における高潮の解析を行い，以下のような結論を得た．

　 •気圧はピーク後，実測値と計算値に差異が見られた
　　ものの，ほぼ良い一致を示した．

　 •開境界条件処理を施し，また当時予測される天文潮を
　　用いることで，潮位偏差は実測値と定性的に一致を示

　　した．また，部分領域法の有効性が確認された．

　今後の課題としては，台風モデルの検討があげられる．

また，移動境界手法を適用し，高潮氾濫解析へ拡張する予

定である．
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